高知県温室効果ガス排出量算定結果報告書
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1  調査の前提条件

(1)  業務の目的

本県では、「環境のトップ・プランナー」を目指し、地域特性、地場産業等の強みを活かした地球温暖化対策を推進するため、本県における地球温暖化対策に関する取組方針を示した「高知県地球温暖化対策実行計画」（以下「実行計画」という。）を平成23年3月に策定しました。

本調査では、本県の実態に即した地球温暖化対策の有効な手法を立案し、活かしていくことを目的として、温室効果ガス排出量の算定及び各部門の推移の分析を行うものとします。

(2)  対象年度
2012（平成24）年度を対象とし、本県の温室効果ガス排出量を算定します。
なお、基準年については、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素は1990（平成2）年度、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄は平成1995（平成7）年とします。

(3)  対象とする温室効果ガス

本調査では、実行計画で対象としている以下の6種類の温室効果ガスを算定の対象とします。

· 二酸化炭素（CO2）
· メタン（CH4）
· 一酸化二窒素（N2O）
· ハイドロフルオロカーボン（HFC）
· パーフルオロカーボン（PFC）
· 六ふっ化硫黄（SF6）
(4)  対象部門

本調査の対象部門を以下に示します。大きくは「エネルギー起源CO2」と、「非エネルギー起源」に分けられ、部門別に温室効果ガス排出量を算定します。
· エネルギー起源CO2
産業部門

製造業（工場）、農林水産業、鉱業、建設業で使用された燃料・電力からの排出量を算定します。なお、中小企業の工場の一部や、製造業の企業であっても、本社ビル等管理部門から排出されるものは、業務その他部門として算定します。

家庭部門

家庭で使用された燃料・電力からの排出量を算定します。なお、自家用車で使用された燃料からの排出量は運輸部門として算定します。

業務その他部門

事業所・ビル、商業・サービス業施設に加え、製造業の管理部門で使用された燃料・電力からの排出量を算定します。

運輸部門

自動車、鉄道、内航船舶、国内航空で使用された燃料・電力からの排出量を算定します。

· 非エネルギー起源

工業プロセス

セメント製造や生石灰製造の工程における、石灰石の熱分解等による排出量を算定します。

廃棄物

一般廃棄物、産業廃棄物の焼却による排出量を算定します。

メタン（CH4）
燃料の燃焼、燃料の漏出、工業プロセス、家畜の飼養、家畜のふん尿、水田の耕作、農業廃棄物の焼却、廃棄物の埋立、排水処理、廃棄物の焼却によるメタン排出量を算定します。

一酸化二窒素（N2O）
燃料の燃焼、工業プロセス、溶剤等の使用、家畜の飼養、肥料の使用、農業廃棄物の焼却、排水処理、廃棄物の焼却による一酸化二窒素排出量を算定します。

Fガス（HFC、PFC、SF6）
製造工程における使用、業務用冷凍空調機器・家庭用冷蔵庫・カーエアコン等からの漏洩、溶剤の使用、変電所等からの漏洩による排出量を算定します。

(5)  排出量算定方法
温室効果ガス排出量の算定にあたっては、計画策定にあたり参照した「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」及び「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル」による算定方法を基準としています。
2  温室効果ガス排出量算定結果

(1)  算定結果
本調査において温室効果ガス排出量を算定した結果を次の図表 1に示します。
図表 1　温室効果ガス排出量算定結果
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(2)  排出量の推移

2012（平成24）年度の本県の温室効果ガス排出量は9,084千 t-CO2となり、基準年（1990年度）の排出量（8,667千 t-CO2）から4.8％増加しました。
排出量の推移をみると、2005（平成17）年度のピーク時には9,370千 t-CO2と基準年（1990年度）の排出量から8.1％増加したものの、その後減少傾向にありました。しかし、2010（平成22）年度以降排出量は増加傾向にあり、2012（平成24）年度は、前年度（2011年度）の排出量に対して693千 t-CO2（8.3％）増加しています。（図表 2　参照）
図表 2　温室効果ガス排出量の推移
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(3)  部門別温室効果ガス排出量

部門別排出量を見ると、産業部門、運輸部門及び工業プロセスでは基準年（1990年度）の排出量に対して減少しているものの、家庭部門、業務その他部門、廃棄物及びその他は、基準年（1990年度）の排出量に対して増加しています。
また、前年度（2011年度）排出量との比較では、運輸部門を除く全部門（産業部門、家庭部門、業務その他部門、工業プロセス部門、廃棄物部門及びその他）で排出量が増加しており、中でも家庭部門、業務その他部門における排出量の増加が著しい状況にあります。（図表 3　参照）
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図表 3　部門別排出状況の推移

基準年（1990年度）と2012（平成24）年度の部門別温室効果ガス排出構成を見ると、工業プロセスで7.9ポイント、産業部門で6.0ポイント、運輸部門で2.3ポイント減少しているものの、それ以外の部門において増加しています。特に、家庭部門（8.3ポイント増加）及び業務その他部門（7.3ポイント増加）において構成比の増加割合が大きくなっています。（図表 4　参照）
図表 4　基準年（1990年度）と2012（平成24）年度の部門別温室効果ガス排出構成比
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3  部門別温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
2012（平成24）年度における部門別温室効果ガス排出量の排出状況及び増減要因を以下に示します。
(1)  産業部門
産業部門における2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は2,310千t-CO2で、基準年（1990年度）に比べ408千t-CO2（15.0％）減少しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の31.4％から25.4％に減少しています。
2008（平成20）年度～2010（平成22）年度にかけて減少傾向にありましたが、2011（平成23）年度より再び増加傾向に転じたことから、2012（平成24）年度は、基準年（1990年度）と比べると減少しているものの、前年度（2011年度）比では229千t-CO2（11.0％）増加しています。なお、産業部門では、排出量全体の約7割が製造業からの排出量であるため、製造業からの排出量が産業部門全体での排出傾向に大きく影響しています。
基準年（1990年度）に比べ2012 （平成24）年度の排出量が減少した要因は、産業用電力消費量が大幅に減少していることから、製造品出荷額等、クリンカ製造量及び石炭類消費量の減少、産業全体の伸び悩みによりエネルギー消費量が減少したことが考えられます。
2011（平成23）年度から2012（平成24）年度にかけて、製造業を除く全ての業種（業種農林水産業、鉱業、建設業）については電力消費量は増加しています。こうした中、排出量が増加した要因は、2011（平成23）年3月に発生した東日本大震災の影響により原子力発電所の稼働率が低下したことから、原子力発電の代替として火力発電による発電量比率が増加したため、電気の排出係数が2011（平成23）年度以降大幅に悪化（前年度比26.8％増加）しており、産業部門全体の温室効果ガス排出量の増加につながったものと考えられます。
図表 5　産業部門からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(2)  家庭部門
家庭部門における2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は1,494千t-CO2で、基準年（1990年度）に比べ790千t-CO2（112.2％）増加しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の8.1％から16.4％に増加しています。
基準年（1990年度）以降長期的に増加傾向にあり、2010（平成22）年度に一旦減少したものの、2011（平成23）年度以降再び増加傾向に戻り、前年度（2011年度）比では243千t-CO2（19.4％）増加しています。
なお、家庭部門では、排出量全体の約8割が電気使用に伴う排出量であるため、電気の排出係数の変化が家庭部門全体での排出傾向に大きく影響しており、平成24年度の排出係数が、基準年（1990年度）に比べ約1.7倍に悪化したことも大幅に排出量が増加した要因と考えられます。加えて、世帯数の増加や、家庭用電化製品の大型化・多様化等に伴って、年単位では増減があるものの長期的に見ると電灯（家庭用電気）消費量が増加していることが考えられます。
世帯当たりの電力消費量については、東日本大震災後の原子力発電所の稼働率の低下に伴い、ひっ迫した電力需要状況を踏まえた政府による節電要請等もあり、節電への取組がさらに浸透し、前年度（2011年度）に対して2.7％減少しました。しかし、火力発電による発電量比率増加に伴う電気の排出係数が大幅に悪化したことにより、排出量は増加しています。
図表 6　家庭部門からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(3)  業務その他部門
業務その他部門における2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は1490千t-CO2で、基準年（1990年度）比で705千t-CO2（89.8％）増加しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の9.1％から16.4％に増加しています。なお、業務その他部門では電気使用に伴う排出量の割合が大きいため、家庭部門と同様に電気の排出係数の変化が業務その他部門全体での排出傾向に大きく影響しています。
電気の排出係数が基準年（1990年度）に比べ約1.7倍と大幅に悪化したことにより、併せて排出量も約2.1倍と大幅に増加しています。

それに加え、事務所や小売等の床面積の増加による空調・照明設備の増加、オフィスのOA化の進展等により、電力消費量が基準年（1990年度）の約1.6倍に増加していることなどによります。
2011（平成23）年度以降の排出量増加の要因は、家庭部門と同様に火力発電の発電量比率増加に伴う電気の排出係数が大幅に悪化したことによるものと考えられます。
図表 7　業務その他部門からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(4)  運輸部門
運輸部門における2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は1,383千t-CO2で、基準年（1990年度）比で136千t-CO2（9.0％）減少しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の17.5％から15.2％に減少しています。
2004（平成16）年度以降、ほぼ横ばいで推移していた排出量は、2009（平成21）年度には基準年（1990年度）と同等の排出レベルまで減少し、2010（平成22）年度以降減少傾向が続いています。なお、運輸部門では、排出量全体の約9割が自動車からの排出であるため、自動車の保有台数や利用状況が運輸部門全体での排出傾向に大きく影響しています。
2011年（平成23）年度に比べ2012（平成24）年度の排出量が減少（33千t-CO2（2.3％））した要因は、自動車の保有台数は微増しているものの、燃費効率の良い自動車への買い換えが進んでいることなどにより、ガソリンの消費量が減少したことが挙げられます。
船舶及び航空でも、2011年（平成23）年度と比べて排出量が減少（船舶：7千 t-CO2（11.9％）、航空：5千 t-CO2（8.6％））しており、自動車からの排出量と併せて運輸部門全体で2011年（平成23）年度以降、排出量が減少しています。
図表 8　運輸部門からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(5)  工業プロセス

工業プロセスにおける2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は1,752千t-CO2で、基準年（1990年度）比で602千t-CO2（25.6％）減少しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の27.2％から19.3％に減少しています。
基準年（1990年度）に比べ、2005（平成17）年度の排出量は16.3％増加しましたが、その後は減少傾向にあります。なお、工業プロセスの排出量の約9割は、セメント製造に伴うものであるため、工業プロセスの排出量はセメント製造量の推移と同様の傾向を示します。

2010（平成22）年度は景気後退とセメント工場の撤退の影響で、基準年（1990年度）比で36.2％減少していますが、2012（平成24）年度以降は東日本大震災の復興等による東日本を中心とした復興事業や都市圏を中心に再開発やマンション建築、さらに全国的に防災・減災工事が進められたことから建材等、民需が活発となったことでセメント製造量の増加に伴うクリンカ製造量の増加により、増加傾向にあります。2012（平成24）年度の排出量は、前年度（2011年度）比で63千t-CO2（3.7％）増加しています。
図表 9　工業プロセスからの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(6)  廃棄物

廃棄物における2012（平成24）年度の温室効果ガス排出量は117千t-CO2で、基準年（1990年度）比で21千t-CO2（21.9％）増加しており、総排出量に占める構成比も基準年（1990年度）の1.1％から1.3％に増加しています。

廃棄物には、一般廃棄物及び産業廃棄物の処理に伴う排出が含まれ、ともに基準年（1990年度）の排出量から増加しています。2012（平成24）年度の排出構成比としては、一般廃棄物からの排出が67.5％、産業廃棄物からの排出が32.5％となっています。

また、前年度（2011）と比較して2012（平成24）年度の排出量が増加した要因は、ごみ焼却量が2,042 t（1.0％）増加したことに加え、一般廃棄物に占めるプラスチック類組成比が22.6％から27.1％に増加し、プラスチック類廃棄物の焼却量が増加したことによるものと考えられます。
図表 10　廃棄物からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因
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(7)  その他
メタンは、工業プロセス分野、燃料の漏出分野からの排出量が概ね増加を続けているものの、農業分野、廃棄物分野からの排出量は減少する傾向にあり、2012（平成24）年度まで年単位では増減はあるものの、長期的に見ると排出量はほぼ横ばい～微減となっています。

一酸化二窒素は、2006（平成18）年度以降、景気後退の影響による生産量の減少やセメント工場の撤退によりセメント製造量が年々減少したことで、排出量が減少傾向にありましたが、2011（平成23）年度以降はセメント製造量の増加に伴い、微増～横ばいとなっています。
ハイドロフルオロカーボンは、全国的な傾向として、オゾン層破壊物質であるフロンから代替フロンへの切り替えに伴い、冷凍機器や空調機器及びカーエアコン等への使用量が増加したことで排出量が増加傾向にあり、2012（平成24）年度には基準年（1990年度）の排出量の約7倍となっています。

パーフルオロカーボンについては、製造業全体の稼働率が低下したことにより、製造工程における使用量が削減されているため、排出量が減少しています。2008（平成20）年度以降は、製造工程において使用のあった企業の合併により、ライン使用時の漏洩による排出量が計上されなくなったことにより減少しています。また、洗浄剤・溶剤による排出量も2008（平成20）年度以降は年単位では増減があるものの、排出量はほぼ横ばい～微減となっています。
六ふっ化硫黄は、2008（平成20）年度以降は年単位では増減はあるものの、長期的に減少傾向にあり、2012（平成24）年度は、県内の事業所において、六ふっ化硫黄以外の代替フロンへの切り替えが進んだことにより排出量が大幅に減少しており、前年度（2011年度）よりも排出量が減少しています。
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図表 11　その他からの温室効果ガス排出量の排出状況・増減要因

[image: image23.emf]6080100120140160180200220

基準年

200420052006200720082009201020112012

（指数）

CO2排出係数排出量世帯数電灯消費量世帯当たりの電力消費量灯油消費量


4  排出状況まとめ
(1)  温室効果ガス排出量

本調査による温室効果ガス排出量を総括すると、図表 12のようになります。
温室効果ガス排出量推移をみると、2004（平成16）年度から2008（平成20）年度においては、基準年（1990年度）の排出量を上回っていましたが、2009（平成21）年度以降排出量は減少していました。しかし、2012（平成24）年度は基準年（1990年度）比で4.8％増加、前年度（2011年度）比で8.3％の増加しています。

近年の総排出量増加の主な要因としては、火力発電による発電量比率増加により電気の排出係数が大幅に悪化したことが挙げられます。
図表 12　温室効果ガス排出量のまとめ
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本県における部門別排出量のうち、2012（平成24）年度の構成比が10％を超える部門の排出特性をまとめると以下のような傾向が見られます。
【主要部門のまとめ】

· 産業部門：2008（平成20）年度後半以降の世界的な金融危機の影響による景気後退の影響による生産活動の低下、近年の製造業の伸び悩みに伴うエネルギー需要の減少、節電への取組みの影響等により排出量は減少傾向にあるものの、電気の排出係数の悪化により、2012（平成24）年度の排出量は、基準年(1990年度)比では15.0％減少していますが、前年度（2011年度）比では11.0％増加しています。
· 家庭部門：世帯数の増加に加え、家庭用電化製品の大型化・多様化等により、電灯（家庭用電気）消費量が増加したことで排出量が増加しています。また、2012（平成24）年度には、節電への取組がさらに浸透したことで前年度（2011年度）より電力消費量が減少したものの、火力発電による発電量比率増加に伴って電気の排出係数が悪化したことにより、2012（平成24）年度の排出量は前年度（2011年度）比で19.4％増加、基準年（1990年度）比では112.2%の増加となっています。
· 業務その他部門：事務所や小売等の床面積の増加による空調・照明設備の増加、オフィスのOA化の進展等による電力消費量の増加に伴い、排出量が増加しています。家庭部門と同様、2012（平成24）年度は、前年度（2011年度）と比べると世帯当たりの電力消費量が減少したものの、電気の排出係数が悪化したことにより、排出量は前年度（2011年度）比で13.9％増加、基準年（1990年度）比では89.8％の増加となっています。
· 運輸部門：自動車保有台数、特に乗用車保有台数の増加に伴って、2004（平成16）年には基準年（1990年度）比で11.5％増加しました。2008（平成20）年度以降は、燃費効率の良い自動車への買い換えなどにより排出量が減少し、2012（平成24）年度の排出量は基準年（1990年度）比で9.0％、前年度（2011年度）比で2.3％の減少となっています。
· 工業プロセスにおける排出量の大部分がセメント製造に伴うものです。2010（平成22）年度は景気後退とセメント工場の撤退の影響に伴いクリンカ製造量が減少したものの、2011（平成23）年度以降は関東を中心に再開発事業や都市部のマンション建築等、民需が活発となったことでセメント製造量が増加し、それに伴うクリンカ製造量の増加によって、2012（平成24）年度の排出量は、基準年（1990年度）比で25.6％減少しているものの、前年度（2011年度）比で3.7％増加しました。

(2)  森林吸収量を算入した温室効果ガス排出量
京都議定書で「森林吸収源」と認められる森林は、1990（平成2）年以降に人為活動が行われた森林で、次に該当するものに限られます。
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本県における基準年の温室効果ガス総排出量及び2004（平成16）年以降の森林吸収源効果を算入した排出状況（総排出量－森林吸収量）を図表 13に示します。
森林吸収量を算入した場合の温室効果ガス排出量は、2004（平成16）年度以降、基準年の排出量を下回っており、2012（平成24）年には基準年比2.1％減少したものの、前年度（2011年度）比では18.7％増加することとなりました。
森林吸収量については、2004（平成16）年以降では2010（平成22）年度に1,408千t-CO2と最高の値を示していましたが、2010（平成22）年度をピークに減少しています。

また、前年度（2011年度）と比較して2012（平成24）年度の吸収量（601千t-CO₂）が646千t-CO2（51.8％）減少となっていますが、これは、国有林における森林吸収量が大幅に減少したことによります。
図表 13　基準年と各算定年の温室効果ガス排出量及び森林吸収量
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(3)  温室効果ガス削減目標達成状況

「高知県地球温暖化対策実行計画」では、2020（平成32）年度の温室効果ガス排出量を基準年である1990（平成2）年度比で31％削減することを目標としています。

· 計画の目標
：　2020（平成32）年度までに1990（平成2）年度比　－31.0％

· 目標達成状況
：　2012（平成24）年度時点で1990（平成2）年度比　－2.1％
(4)  参考資料
【排出量の推移】
【排出構成比の推移】
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～森林吸収量について～


2008（平成20）～2011（平成23）年度の吸収量については、2012（平成24）年度算定時に林野庁から変更の通知があったため、遡って修正を行った。


また、吸収量の修正に伴い「総排出量－吸収量」についても修正を行った。


2011（平成23）年度に比べ2012年度（平成24）年度の吸収量が減少している要因は、国有林における森林簿の計画変更等により国有林の吸収量が減少したことによるもの。


～暫定値について～


産業部門及び運輸部門（鉄道、内航船舶）については、排出量の算定に用いる「鉄道統計年報」及び「交通関係統計資料集」が未公表のため、暫定値として取り扱う。（「鉄道統計年報」については、事業者からのアンケート結果を、「交通関係統計資料集」については2009（平成21）年度のデータを暫定的に用いて算定）


また、メタン及び一酸化二窒素については、排出量算定の過程で産業部門及び運輸部門における排出量の算定結果を按分指標として使用するため、暫定値として取り扱う。


～2011（平成23）年度の総排出量について～


一般廃棄物焼却に伴う排出量の修正に伴い、「総排出量」、「総排出量－吸収量」、「廃棄物部門」についても修正を行った。





2012年度





基準年（1990年度）





・新規植林 ： 過去50年間森林がなかった土地に植林されたもの


・再植林 　： 1990年時点で森林でなかった土地に植林されたもの


・森林経営が行われている森林　： 持続可能な方法で森林の多様な機能を十分に発揮するための人為的な活動（間伐等の森林整備）が行われているもの









